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経済学研究 34-4
北海道大学 1985.3 

福祉国家論と社会政策学

一一福祉国家に関する戸原四郎氏と

岡田与好氏の所説によせて一一一

荒叉重雄

I 

世界資本主義が長期の不況過程にある今日，

福祉国家の実践もまた反省期に入っているのは

当然といってよい。福祉国家に関する理論的研

究は，実践の示すものの中から何を消極的なも

のとして捨て，何を積極的に将来に生かすべき

かについての指針を与えるよう要求されてい

る。しかし，さしあたりは，国家の理性的な介

入の効果，介入そのものの理性的なあり方への

可能性などについての失望から，市場原理への

回帰をいうもののみ目だつのであり，そこでは

市場の失敗のみならず，利潤追求の原理への反

省さえ忘れさられているのではないかと思われ

るくらいである。一方，福祉国家の擁護に帰着

するかにみえる福祉後退への反論も，現状を積

極的に止揚する具体的イメージを与えていない

ように思われる。

そういう時期にあって，福祉国家に関する有

力な歴史的研究を主導している戸原四郎氏と岡

田与好氏の見解を，上記の課題に照し，社会政

策学徒のある一つの常識的な目をもって検討し

てみたいと思う。

II 

東京大学経済学部で昭和58年におこなわれた

コンブァランス「マルクス経済学と近代経済

」の記録的根岸隆・山口重克編『二つの経済

学j)(東京大学出版会 19叫) として出版され

ている。その中に，戸原四郎氏の報告「マルク

ス経済学と福祉国家論」がおさめられている。

これをまずとりあげてみよう。小さく， しかも

総括的な報告であり， しかも，ほとんど同時に

公刊された東大社会科学研究所編『福祉国家』

全6巻のうちの第1巻の巻頭にある運営委員会

の名による序論「福祉国家をどう把えるか」

が， これと内容的に重なることにもな市ている

など，重要な位置にあるものと認められるから

である。

戸原四郎氏は I定説化した福祉国家論はtい

まだ存在しなL、Jl)から"まず「対象としての

福祉国家をいかにイメージするか」めを問題に

しなくてはならないとし， I福祉国家とは， さ

しあたり社会保障を不可欠の一環として内包す

る現代国家ないし現代社会の体制であると規定

してよいであろう」め，とのベる。この考え方か

ら「福祉国家ないし社会保障は・.....Jめである

とか， I財政的制約から福祉国家の危機が叫ば

れJ5; るゆ とかの表現が出ている。

，社会政策学からみるならば，福祉国家とは第

2次大戦後的な社会政策のー形態であって，不

1 )根岸隆・山口重克編『二つの経済学， 対立から対
話へJ]，東京大学出版会， 1984年、 99頁。
2)同前， 99頁。
3)同前， 100頁。
4)同前， 99頁。
5 )同前， 99頁。
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可欠の要素として社会保障を含むとしても，そ

れ以外の要素，すなわち産業民主主義(労使関

係政策としての)や労働基準政策や完全雇用政

策ゃをも含む社会改良の全体的な構造物であ

る。他のもろもろの要素をあえて周辺においち

らして社会保障のみに注目することは，福祉国

家の必然性や内包する矛盾や展望をみるさいに

弱点となる。工場法は産業資本主義の時代に生

れ，社会保険は独占資本の形成と期をーにして

いることは戸原氏のみるとおりであるがの， こ

れはあまりに教科書的な啓蒙的な事実であっ

て， これら「個々の制度」のすべてが今日社会

保障にとけこんでいるというわけにもゆかない

のである勺福祉国家の危機は財政的制約だけか

らいわれているのではないのであって， これを

学問的に追求しようとすれば，福祉国家が出発

とともにかかえた内部矛盾に目をつけなくては

ならないのである。

戸原氏は I定説化した福祉国家論はいまだ

存在しない」として，さきの御自身の規定を示

されるのだが，いったiいこうしたまさに現代の

諸階級の利害がぶつかりあう領域で， どのよう

な場合に「定説」などというものが一つに固定

しうるとお考えなのか，私には不思議である。

そして，さらに氏は現代の論者にきくことな

く， しかし過去の人々にきこうとする。日く"

「福祉国家のように，それ自身はイデオロギー

的名称でありながら社会的に定着した概念は，

それが同時代人によっていかに観念されたかに

即して内容を判断されるしかないのである」べ

と。現実に展開してきた今日までの事実にたず

ねることよりは，形成期の人々の観念にたずね

ようとするのは正しい方法であろうか。

もっとも，氏はそこで，ナチス・ドイツ的な

Warfare Stateに対するイギリス的なWelfare

Stateという， よく知られていることではある

が重要な歴史的選択のあり方に注目している。

ところが，残念なことに，氏はそこから，福祉

6)間前， 103頁以下。
7)同前， 100頁。

国家の裏づけとしての社会保障にのみ目をうっ

すのであって， ここでの選択がイギリス的な産

業民主主義の一層の発展，すでに第1次大戦の

おり，の軍需品法に示されていたものの高次の再

生を意味していたことには注目しないのであ

る。

戦後の社会政策本質論争の中心テーマとなっ

た社会政策の社会的必然性をめぐる論点は，階

級闘争という語で考えるか否かについての合意

は狭いとしても， これを含んだ労資関係のあり

方が社会政策の必然性や社会政策の段階的形態

規定にとって不可欠であることについては広い

合意を形成するところまで進んだし， これは，

労資関係のあり方，さらには労使関係のあり方

についてさえもの批判的検討がタブー視された

戦時下の論理を克服するために，必、ず点検しな

くてはならない論点だったのである。そのさ

い，社会政策の経済的必然性のみ強調したとし

て批判的作業の検討対象とされた大河内理論の

提唱者たる大河内一男氏自身が，戦後経済の再

建構想をのベるさいに I再建さるべき経済の

大いさはどの程度のものでなければならないか

という問題もさることながら，その問題の解決

のためにも，再建さるべき経済のシステムにか

かわる問題が先決されねばならないと考え」め

ており I経営の民主化」をおしすすめる「生

産主義的労働組合J9) の位置づけをうち出され

ておられたことを兵藤剖氏が強調している。

であるから，戸原氏の報告に対するコメント

で中西氏が， I近代プロレタリア」が「近代資

本主義の発展に対応して次第に成長をとげ，

‘主体'として自らを確立してゆくプロセス」

を重視し I近代的階級闘争の発展史にほかな

らない」ものとして「く福祉国家>の発生史」

をみなくてはならないと批判している川のは

当然で、あるし，コンブァランスにおけるいま-

8)兵藤剣m大河内理論』と現代J，W労働法律旬報~，
1984年10月10日号， 19頁。
9)同前， 20頁。
10)根岸・山口編，前掲書， 131頁。
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人の報告者貝塚啓明氏が rイギリスにおける
福祉国家確立の時期を求めると， 1945年から50

年に至る労働党政権の時代であるといってよ

いJ11)， とのべているのも， 落とせない重要な

指摘なのである。世界戦争によって必要とされ

た「プロレタリアート総体の『国民化~J1めの

ために打ち出されたプログラムが， どのような

条件下で現実化していったかを示す基礎的な指

標だからである。

コンブァランスにおける報告とコメントをめ

ぐっての討論の様子が，貝塚啓明氏による要約

として公開されている。その中に，伊藤誠氏と

戸原氏との聞のやりとりが記録されている。そ

れによると，伊藤氏が，第1v;こ，福祉国家につ

いてみるときに資本主義体制と社会主義体制と

の対比の観点が大切である。第2に， 今日の

「小さい政府」のよび声は「社会主義体制のか

かえる問題点と資本主義国における労働運動の

後退が反映しているJ，と指摘したのに対して，

戸原氏は，第1に「第2次世界大戦後の資本主

義における福祉国家の発達には，社会主義体制

との対抗関係は強くないJ，第2に， 福祉国家

への反省、には「経済に内在するメカニズム，た

とえば福祉国家がスタグプレーションをまねき

やすいという面」も関係している， と答えてい

る13)。

第2の論点はあとにして第1の論点について

みると， ここにおける戸原氏の判定は，福祉国

家を第2次大戦後的な社会政策のー形態とみる

ものにとっては，全く理解に困難な判定であ

る。福祉国家を社会保障に帰着させ，社会政策

のその他の諸要素，なかんずく産業民主主義の

ある水準を示す労使関係政策の形態を排除する

ことの問題性はすでに提示しておいたが， ここ

では，狭い社会保障さえもが，背景としての時

代，資本主義と社会主義の対抗を大きな内容と

する時代を切りはなされるのである。当時の支

11)同前， 115頁。
12)同前， 131頁。
13)同前， 137-138頁。

配階級側の政策決定過程は，その時代の，つま

り福祉国家形成期の，社会民主主義諸党や有力

な労働組合運動のあり方をぬきにしては語れな

いし，そうした労働運動の当時の水準は， ソヴ

ェト社会主義の当時の実践，およびこれに鼓舞

された労働組合左翼反対派の動き，他方におけ

るファシズムの実践との関係の中でしか語れな

いはずである。

第2の論点は，福祉国家に内在する矛盾に追

ってゆくさいに重要な手がかりになるものであ

るが， しかし，戸原氏においてどのような位置

づけにあるかと検討してみると，次のような論

述に気がつくのである。すなわち， r戸原氏は，
……社会保障には資本の論理から説明されえな

い別の論理が必要で、あり，原理論からは導出さ

れないJ14l， とのべるのであり， また， 次のよ

うにもいうのである。「資本主義社会では個々

人が商品経済主体として，その労働ないし雇用

によって得た所得でもって自分と家族の生活を

維持するという，自助の原則が社会的規範とし

て確立する。これで片付かない相対的過剰人口

や非労働人口は，社会によって非商品経済的関

係のうちに扶養されるしかない。…一(資本主

義では一荒又)自助が不可能なものを扶養する

何らかの社会制度が，補足的に再編されざるを

えなし、。救貧制度をはじめとする諸制度は，資

本主義の各時期でのその現れであり，社会保障

はその現代版であるJl'う と。資本主義は「商

品経済が人聞社会を完全に包摂できないという

限界を伴っている。資本の蓄積に不可欠な相対

的過剰人口の生活がいかにして可能とされるか

が， 原理論では説きえなし、」附， とものべられ

ている。

この立論の背景にあるい1わゆる字野原論の問

題にもなるのであろうが， ここでは社会保障は

「自助が不可能なものを扶養する」制度とさ

れ， r社会的規範」としての「自助の原則」は

14)同前， 139頁。
15)同前， 106頁。
16)同前， 105-106頁。
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「その労働ないし雇用によって一得た所得で、もっ

て自分と家族の生活を維持する」小商品生産者

と賃労働者のみを念頭におくものとされ， 自助

の不可能なものの生活は商品経済の外におし出

されるものとされている点が注目されなくては

ならなし、。一口にいって，ここでは資本，つまり

資本・賃労働関係が商品関係に還元され，商品

関係はまたその他の諸関係に支配的な影響を与

えて，それらを自らに包摂するものであるより

は， 自分以外のものと単に並列しているものと

位置づけられているのである。マーケット・メ

カニズムか，それ以外の組織的統制かという二

元論とあまり差のない論立てであるといえる。

自助の論理には，資本家や土地所有者の自助

をも加えなくてはならない。そうしてはじめ

て，商品経済的な相互対立も，また相互依存も

明らかになってくる。労働貧民に対する支配階

級のような目で，資本家や土地所有者を視野か

ら落してはならない。資本蓄積に不可欠な相対

的過剰人口は，資本の蓄積によって生み出され

るものである。彼らも労働者階級の一員である

から，現役労働者群の手中に実現した総可変資

本価値が，家族・親族共同体内での配分や，贈

与や，労働者階級内部での低価格によるサーヴ

ィス売買や，その他の形態をとおして一部分が

予備軍へと流れていっても，また，予備軍は完

全に不用でないゆえ予備軍なのであるから，彼

らを扶持する負担が一部分資本家の負担へと転

嫁されていったとしても，原理論で説いてなら

ないことだとは考えられなし、。さらに，資本は

その内部に協業とマニュブァクチュア的分業を

含むものであり， これは，常に軍隊的ヒエラノレ

ヒーへの傾斜を示していて，決してマーケット・

メカニズムのみでは説明できないのであるし，

また，社会保障の構成要素としての社会保険

は， 自助が不可能などころか， 自ら集団的自助

を展開しつつあった労働者階級の実践を詳細に

点検した支配階級が， これを自分たちの側に吸

いとっていったものであったので、ある。

社会保障の理解のためには，商品経済の概念

ばかりではなく資本の概念が必要であり，資本

家階級に対立する労働者階級の集団的自助(自

助の不能性と，同時にそれと正反対に集団的自

助の有能性との対立を内包するものとしての)

の発展と，同時にそれと正反対に集団的自助の

有能性の減衰の可能性との対立を内包するもの

としてこれをみる視角が必要なのである。今少

し言ってしまうならば，Ime(ミー)社会」なる

ものは社会保障の限界を示すものであるととも

に，社会保障の資本制的性格の成功的な成果を

示すものでもあるのであるd

多少まわりくどい表現になってしまったが，

そのようにみてこそ，社会保障という政策の主

体を資本主義社会の支配階級とおくことが可能

になるのである。戸原氏の論理では， 自助の不

可能なものを扶養する制度としての社会保障の

政策主体は，一体どのようなことになるのであ

ろうか。問題を商品世界の外に押しだしてしま

うと，その主体は少くとも経済学からは手のと

どかないもの，経済学をもってしては理解の糸

口もつかめないものになってしまわざるを得な

い。社会政策の主体は何か， という論点は，社

会政策学にとっては大変重要な，片時も忘れる

ことのできない論点なのである。

社会保障がそれ自身として，労働者階級の集

団的自助能力の発展とこの能力の買い上げによ

る衰退との二重性をもっているのは，社会保障

の全体が，生産への労働者階級の潜在的な責任

能力の発展を買いとり，抑制するための代価の

位置にあることと結びついている。社会的生産

に対する労働者階級の潜在的責任能力がどの程

度であるのか， ということと，もしこれを一方

的に抑圧すればどの程度に資本制的生産が危機

におちいるか，あるいはもしこの責任能力を買

い取るとすればどの程度高価につくか，あるい

はその代価をどのような方式で支払えばよいの

か，といったことどもは連結しているのであ

る。自助への不能どころか，階級としての自助

の能力の高まりが，その能力の買い取りの代価

として社会保障を生み出Lているのである。
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戸原氏は「戦後の社会保障の特質は，その対

象が特定の階級ではなくて全国民に拡-大された

ことと同時に，完全雇用ないし景気安定といっ

た国民経済運営を前提に，各種の制度をセット

にして国民生活の安定を図ることにあるといっ

てよいであろうJ17ととのベる。 この結論を得

るために氏は r資本主義の発展と社会保障」
と題する節を立て， r各種の制度」の「セット」
としての社会保障を構成する「個々の制度の歴

史的背景に触れて」いる1h筆者ならば「資本

主義の発展と社会政策」と題しそうな領域に関

説しつつ，戸原氏は，救貧制度は給付が劣悪

で，受給者を社会の脱落者とするものだ，工場

法は，一見すると国家介入の増大のようだが，

当初は婦女子だけを対象にしたものだ，貧困対

策は労働組合や友愛組合などの互助組織に委ね

られていたのだ，社会保険が生れるようになっ

ても，その適用範囲は狭く，給付は内容や水準

も低く抑えられたものだった，第一次大戦後

「同権化した労使の関係に国家が介入Jずるよ

うになっても，大量失業の発生に苦しんでい

た，その限界を打破したのが第二次大戦であ

る， として r総力戦の遂行」が一つには完全
雇用をめざす景気政策を可能にし，いま一つに

国民的統合のための全国民の生活保障を必要と

したので，戦後社会保障の発生となった， との

べるのである問。

こうした特徴づけは，残念ながら，未だ，社

会保障の段階的特質の外面的規定にとどまって

いるのである。社会保障以前の社会政策の諸形

態は，それが社会保障とはいえないという意味

の否定的な特徴づけをもって列挙されており，

どのように歴史的に形成された諸要素が重層的

な構造物としての福祉国家を生み出したか， と

いう分析視角にはなっていないからである。工

場法に示された労働基準はどのように広がり，

どのような形態変化したのか。最低賃金制を含

17)同前， 105頁。
18)同前， 103真。
19)同前， 103-105頁。

む労働基準の問題をぬきにして，劣等処遇の原

則とは呉なったものとしてナショナル・ミニマ

ムの原則は生れえないのである。

「総力戦の遂行」のための「国民的統合」を

抽象的に言うにとどまるのであれば，ナチス・

ドイツにも天皇制日本にも，それぞれにそれは

あった。「同権化した労使の関係に国家が介入

するJ(この表現に筆者は賛成ではないのだが)，

ような労使関係は，福祉国家の成立に本質的な

関連をもっと筆者は考えるが，戸原氏はそれを

いわない。氏がそのいわゆる福祉国家=社会保

障と不可分のものとして明示的にのべるものは

完全雇用あるいは景気安定である。その不可分

な連鎖は「完全雇用に接近することで自助の原

則による生活の安定が容易にされ， また負担

能力の増大から社会保障の拡充も可能とされ

るJ20九ということにあるとされている。

自助の原則と， 自助の不可能なものの扶養の

対置という戸原氏の見地はたしかに一貫してい

る。また，筆者にとっても上の連鎖そのものを

否定する必要はない。しかし， ここでは次のこ

とを言わなければならない。管理通貨制度を挺

子として，独占資本の投資活動を刺激すること

を通じてするところの完全雇用政策は，資本蓄

積のある段階的構造を前提にしてのみ存在しう

るものなのであるし，そうした資本蓄積の段階

は，労働者階級の自助の構造をも集団的，組織

的なものにかえているのである。自助を小商品

生産や単純で抽象的な労働市場の次元のものじ

留めておくことは，もともと資本にとってでき

ない相談なのだといわなくてはならなL、。労働

市場の形態は労働力商品の売買であるけれど

も，その内容は労働力を生産資本として資本の

運動に組みこむことであり，段階的に姿をかえ

る資本の構造との対決なしには，労働者階級の

自助はありえないのである。しかし，戸原氏の

イメージは，みるところ，絶えず労働市場巳お

ける自由だが孤立した労働者の姿に回帰する。

戸原氏は， もちろん次のようにも L寸。「社

20)間前， 106頁。
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会保障制度は医療・所得・生活条件等の各面で

の保障をつうじて国民生活の安定を図り，労働

人口の自助もこれに支えられて可能となるJ21と

と。また，福祉国家見なおし論が，社会保障経

費の対国民所得比率の低いイギリス， アメリ

カ，日本で顕著であって，その比率の高いスウ

ェーデン等でそれほどでもないところをみる

と，問題は「国民生活への福祉の定着度や平等

重視の社会体質と密接に関連し，福祉が単純に

財政問題には解消されえないことを示してい

るJ22ととも指摘している。 これらの論述は，

現代における労働者階級の自助は，労働市場に

おいて相互に対立する小さな労働者家計を単位

とするものではないし，社会保障の運営による

国民所得の分配や支出における変動が，必ずし

も国民所得の産出に無関係で、あったり，あるい

はマイナスに作用するものであったりするとは

限らない， との議論につながるであろう。

とはいえ， これは可能性にとどまる。戸原氏

が自助をいう場合は，やはり小さな労働者家計

を単位においているのであって，社会保障はせ

いぜいそれの外的条件にとどまる。財政問題に

解消されないとしても Iもちろん福祉国家も

財政的基盤を欠いては存立できなし、。そして経

済成長が鈍化して財源の自然増があまり望めな

い以上，社会保障財政の健全化は拠出の増大か

給付の削減か，その組合せによるしかない。問

題は，この自明の枠内での方向性にある」町と

氏はいうのである。資本蓄積，つまり資本制的

拡大再生産をいわずに経済成長のみをみれば，

枠はたしかに自明ではあろう。どのような生産

関係のもとで国民所得が産出されるのかの問題

が消えているからである。

「自聞の枠内での方向性」について戸原氏は

いう。「国民とくに低所得者の生活安定という

社会保障の機能を保つためには，給付の一律削

減などではなく，下厚上薄の体系への制度の転

21)間前， 108頁。
22)同前， 110頁。
23)同前， 109頁。

換が不可欠であろう。J24)I機構の活用によって

福祉国家の危機に対応しようとすることには，

多くの問題がある。もともと市場機構ないし商

品経済の限界から各種の社会問題が発生しそ

れへの対応としての現代の社会保障，これを内

実とする福祉国家も必至となったのであるか

ら，後者の危機をふたたび市場機構ないし商品

経済の論理の貫徹によって解決しうると考える

のは，商品経済のもつ合理性への過信というべ

きであろうJ25)。

「下厚上薄の体系」はたしかにありうべき一

つの選択である。しかし， どのような条件でそ

れが可能か， ということも検討されなくては，

さしあたり一つの政策的立言にとどまるのであ

る。 その論拠が I国民とくに低所得者の生活

安定という社会保障の機能を保つためには」と

いうものであるとすると， これははなはだ先験

的であり，どこまでの合意が具体的に成立する

かについて確かなことは一つもなし、。 Iとくに

低所得者」 といえば， Iとくに低い」とはいえな

い所得者との関係の中でしかその実体を考え得

ないし Iとくに低い」 とはいえない所得者の

生活安定のあり方を別にして， Iとくに低所得

者」の生活安定のあり方は設計されえないし，

もちろん実現できないのである。

市場機構の限界を指摘する戸原氏の見解は，

近年の市場機構への過信を疑わせる諸イデオロ

ギーへの批判ではありえても，さしあたりそれ

以上のものにはなりえない。市場機構のそと

に，イギリスの往年の救貧制度のようなものを

残しておけ， といえば，戸原氏の批判はかわせ

るのである。氏は一方で自助を強調するのであ

るから， 1834年救貧法を導く理論そのものであ

り得るのである。

福祉国家は，社会政策学からみれば， -第二次

大戦後的な社会政策のー形態である。というこ

とは，第二次大戦後的な社会政策のすべてが福

祉国家だとはいえない， ということである。福

24)同前， 111頁。
25)同前， 112-113頁。
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祉国家は一つの典型であり，またかなり広範囲

に共通の目標とみられたことがあったとして

も，同時点の世界史の中で共に生きているとい

うだけで自動的にすべての国が福祉国家なわけ

ではない。福祉国家は第二次大戦後的な社会政

策の中で， とりわけ社会改良的性格のつよいも

の，労働者階級の側の主体性の承認の程度や労

働力保全の水準やの比較的高いものである。社

会保障に限ってみても，たとえばILO第102

号条約にみるように，その内容や水準は評価の

対象なのである。戸原氏のように福祉国家の概

念から資本の概念を抜き去ってしまうと，狭義

に社会保障のみをみる場合でさえ， これに対す

る評価の基準を失うことになるであろう。

III 

東大社会科学研究所編『福祉国家』第1巻に

は， 第l章として岡田与好氏による IW福祉国

家』理念の形成」とL、う論文が配されている。

この論文で岡田氏は， 70年代後半以降今日にい

たる時代に I第ーに， 保守・革新のいずれの

側でも，現代社会体制jとしてのいわゆる福祉国

家の限界一一資本主義的限界一ーが共通の問題

であり，第二に， したがって，単に福祉の切捨

てか否かだけではなく，福祉国家の限界を固

定・拡決するヵ、それとも逆に，それを一一社

会主義に向けて一一突破するかが，両者の決定

的対立点となったJ2S) と激しく鋭く開題しなが

ら「ロイド=ジョージの希望と予測はイギリ

スでたしかに一部は達成されたが，全部は達成

されていない。しかもその一部達成のために

も，ニつの悲惨な世界大戦，すなわち階級闘争

の余地を殆んど残さないし，また許さない国民

的大結集と，それによる一定の全国民的合意の

成立が必要であった。核戦争の脅威のもとで，

現代福祉国家1はどこに行くのであろうかJ27) と

26)東京大学社会科学研究所編『福祉国家』第一巻，
東京大学出版会， 19臥年， 37頁。
27)同前， 86頁。

の，やや感傷的な文章で結んでいる。

「階級闘争の余地を殆んど残さないじ，また

許さ払い国民的大結集」などということばは，

第1次大戦時には「戦争を反乱へ」というレー

ニン的テーゼがあったことや， どのような形態

と内容をもった「国民的大結集」となったか

が，まさしく「階級闘争」そのものの帰結であ

ったことやを知るものにとって， とてもききず

でにはできないけれども，岡田氏のこの論文の

主内容は，上述の開題や結語とはむしろ別のも

の， 1950年社会保障審議会の勧告と1977年総合

社会政策基本問題研究会の報告書とをつなぐ思

想を， T. H・マーシャルから示唆をうけなが
らイギリスの新自由主義に由来するものと見透

したうえ，イギリス自由党社会改革の思想を明

らかにしようとするところにある。ハイエクや

M ・フリードマンのような自由主義とは別の，

たとえばT・H・グリーンのような自由主義の

存在を強調することは大切なことである。

しかし，岡田氏によるそうした新自由主義の

再発見は， 日本の社会政策学への激しい論難と

結びついているのである。岡田氏は，上述の論

文に先だっ1981年の論文「社会政策とは何か」

を Iし、まこそわが社会政策学の伝統を打破し

て，新しい社会政策概念を再構築J28)するとき

である， という言葉で結んでいる。岡田氏は，

1977年「総合社会政策基本問題研究会報告書」

における社会政策の概念が， 日本における社会

政策学の社会政策概念とはなはだ異なったもの

であることを指摘し， このことについて「論争

好きの社会政策学者がなお態度不鮮明のままで

あるJ29) こと，そうした流れはベヴァリッジに

さえあるのに「それと対決することもしなかっ

たJ30) ことを非難し， 御自身は， I社会政策学

会(の議論一荒又)をはなれて，英米系， とり

わけ，今日的『社会政策』の源流を代表するイ

ギリスにおける『社会政策』概念を改めて再検

28)岡田与好「社会政策とは何かJ，東大『社会科学
研究』第32巻第5号， 1981年， 275頁。
29)同前， 263真。
30)同前， 270真。
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討することが必要なのであるj31)とし，つまる

ところT.HマーシャノレやR・M・ティトマス
に説得されて先の結びのことばに辿りっき，r社
会政策学者の忌障のない批判を期待するj32) と

のべるのである。

筆者時以下に，おそまきながら忌俸のない若

干の批判をのべようと思うのだが， そのまえ

に，岡田氏による悪罵に近し、し、くつかの発言に

対して，いささか毒消し的発言を対置しておき

たい。社会政策学者が岡田氏のいうような論争

好きであったのは，おそらく20年以上も前の話

である。「賃労働J概念の提起や「社会政策か

ら労働問題へ」の呼びかけののちには，社会政

策概念をめぐる論議はすたれたのであって，そ

のいみでは，英米系の socialpolicyの概念が

出てきたからといって，学会を挙げて大騒ぎを

する動機はないのである。と』士、いっても，だれ

もそのことに関心をもたないということでf土な

いのであって，筆者は何年来自分の勤務校での

講義で一言づっ触れつづけてきているし，たと

えば中原弘二氏のようにらそのことについての

研究の一部を公表Sめしてきた人もいるのであ

る。社会政策学者が「縄張りを継持・確保する

ことに精力を注いできたようにみえるJ84)とい

われるが，社会政策学会の春秋の大会を偏見な

くみてきた人ならば，この学会が決して方法論

によ!る学派として成りたっているものではな

く，研究対象を同じくする人によって成りたっ

ているものであること，そのうちには経済学者

も法律学者も，産業社会学者も労務管理学者

も，狭義の福祉の研究者も家政学の研究者も，

その他いろいろの専門に属する人々を含んでい

ることを知っているはずである。 1977年の上記

報告書が出されたことをもって m社会政策学
会一ーの主流一ーの存在理由は， ょうやく根本

31)同前， 271頁。
32)同前， .275頁。

33)中原弘二「現代社会政策についての簡単な覚え書
きJ，佐賀大学『経済学論集』第8巻第1・2号，
1975。
34)岡田与好「社会政策とは何かJ，269頁。

的に問われるに至っているJ35)などいわれる

と，もうこれは聞いた口がふさがらない。何と

合づちをうったらよいものやら。とにかくアカ

デミック・フリーダムは忘れないで頂きたいと

念を押すのみである。

きて，いま少し実質的な論点に話をうっすこ

とにしよう。岡田氏は，英米系の社会政策の概

念内容がカヴァーする範囲を示すスペクトラム

と日本の社会政策学における社会政策の概念内

容からみたスペクトラムとを比較し，前者では

r~社会保障政策』が社会政策の起点=核とさ

れJ， その範囲の拡大とともに「社会生活の全

領域をおおう「総合社会政策Jintegrateds 

ocial policyへと展開する耐のに対して，後

者では「経済政策のー要素としての社会政策

と，その外部に，周辺的要素としてそれに接す

る社会事業……とが範時的に区別されJ3りてい

ると指摘し，社会保障を社会政策の概念にとり

こもうとする試みも首尾一貫しない， と批判し

ている時。岡田氏の，筆者がここで紹介した前

段の指摘も後段の批判も，ある程度正Lいが，

ある程度までである。というのはここでは話が

戦後のいわゆる社会政策本質論争時にかけての

大河内理論とその周辺に限られているからであ

る。

もともとドイツ系の Sozialpolitikはそのカ

ヴァーする範囲から言えば socialreformな

のであって，それが特定のイデオロギー的色彩

を薄めて学聞の一分野として日本に位置づけら

れた際には， industrial relations and social 

policyであるとみるのが適当なのである。社

会政策本質論争が下火になったころに勉強をは

じめた筆者にj大河内理論が教えてくれたこと

は，むしろ，社会政策学の対象は資本制下にお

ける国家の労働者政策であって，広義の経済政

策の一環であり，重商主義的な労働者条例や救

貧法から工場法や労働組合政策を経て社会保障

35)同前， 263頁。
36)同前， 264頃。
37)同前， 266頁。
38)同前， 267-269頁。
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政策にまで及ぶものだ， ということであった。

犬河内氏の.~社会政策(各論H も 『社会政策

原理』も，そのような範囲を示唆していた。筆

者は現在，社会政策を労使関係政策，労働基準

政策，雇用政策，社会保障政策の四本の柱で講

じているし，そのエッセlンスは公けにしてあ

る判。小林謙一氏が受験参考書の形をとって執

筆された教科書叫も同様な四本柱である。社

会政策学会の中には，社会保障分科会や福祉問

題分科会があり，春秋に開催される研究大会の

うち， とくに秋の研究大会は系統的に福祉問題

に光をあててきている。岡田氏のいう「生産の

社会化とともに， あるいはそれ以上に~消費

の社会化』が，社会変動の重要な起動力となっ

ているかにみえる現代資本主義」に注目した生

活研究や社会保障研究は沢山の人によってとり

くまれてきたし，だいたい戦後の社会政策学会

年報第1集の標題からしてが『賃金・生計費・

生活保障』であって，社会保障に関する論文を

いくつものせていたのである。

そんなわけで，岡田氏の議論にあわせて筆者

が問題にしたいのは，スペクトラムの及ぶ範囲

のことよりはむしろ，その色調のあり方であ

る。つまり，岡田氏が賛同している総合社会政

策が社会保障を核としているのに対して，筆者

がもっているところの一つの常識的見解は何を

核としてみるのか， ということである。敢えて

対置するならば，現役労働者の労働現場におけ

る労働条件と労使関係， これに直接に規定され

ている生活であると筆者は考えている。社会政

策としてみれば労使関係政策と労働基準政策で

ある。もちろん，社会政策をさらに基礎をなす

労働問題全般に広げて考察すれば，労働市場の

ことも考えなくてはならない。しかし，政策の

次元で考えるならば，分析の出発点になるの

は，構造の核であるところの労使関係政策と労

働基準政策だと考えるのである。

39)荒又重雄・山越洋之助・中原弘二・美馬孝人『社
会政策(1泊，有斐閣新書， 1979年。

40)小林謙ーの公務員試験受験者用参考書。実務教育
出版コ

筆者のもつ一つの常識からすれば，社会保障

を核とするスペクトラムが，現役労働者の生活

と権利， とりわけ労働現場におけるそれの領

域に至ると急速に光あわくなるのは， まさに

social policyのイデオロギー性の反映なので

あるけれども， これを学問的に把えなおすべき

立場にある岡田氏なら，せめてQWLくらいは

指摘してもらいたいものである。

「ドイツ的な『社会政策~ Sozialpolitikの

概念を継承しつつ，そのマルクス主義的再構成

の仕方に腐心し，それをめぐって論争を繰返し

てきた， 日本的『社会政策』論J41)と，岡田氏

によって郷愉されている流れは，先にのベたよ

うに決して社会政策学会の全てではないが，

多分筆者の常識はその流れの中にあるので言う

ことにしよう。ピスマルク時代の講壇社会主義

にしろワイマール時代の社会民主主義にしろ，

いずれにしろイデオロギーとしての sociol

reformの色彩の濃かった社会政策概念を資本

の概念と結びつけ，それから展開することによ

って学問の名に値するものとしようとしたのが

六河内氏の歴史的作業だった。そして大河内氏

はその作業を押しすすめながらも，労働力を生

産資本のー要素の地位に入るものと明確に位置

づけることなく，土地と資本と労働とL、う生産

の三要素のーっとして並列的に労働力を配する

考え方を充分に脱却できなかったゆえに限界に

ぶつかったのだ問。限界にぶつかったとはいっ

ても，問題を資本の概念との関連においたとこ

ろは忘れられぬ貢献なのである。たとえ総合社

会政策の周辺部においてであったとしてもQW

Lを想いおこす現実感覚をlもちあわせていたと

したら労使関係や労働基準を想いおこされたこ

とであろうし，そうすれば資本概念をめぐる格

闘をそんな風には榔愉できないことであろう。

岡田氏によって肯定的に受けとめられている

social policyの側の考え方は，資本概念から

41)岡田与好，前掲論文， 263頁。
42)拙稿「社会政策本質論争の遺産」黒川俊雄・佐藤
稔・西村総通編『社会政策と労働問題11，未来社，
1983年。
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出発するものではない。それは「市場経済の機

能を前提とした上で，市場行動によって充足さ

れえない物的および社会的な欲望充足機会を政

府の活動によって作り出すこと」山である。こ

の考え方は今日の経済学の中にあるポピュラー

な考え方の一つであって，そうおどろくべきも

のでもないが，岡田氏が， 日本の社会政策学は

m市場経済の機能を前提としたうえで』 より
はむしろ， ~市場経済の機能の社会的欠陥を前

提としてt この欠陥を緩和・是正する手段と

して社会政策を問題としてきた」刊と指摘し，

「市場機構だけで充足され得ないJ1社会的ニ

ーズ」を「非市場的手段によって充足Jさせる

ことに「社会政策の固有の領域がある」とL、ぅ

認識45) に賛意を表している点に注目したい。

資本の運動は商品価値の運動を前提してい

る。社会政策が資本の運動に介入し， これに若

干の外枠を与えたところで，資本の運動を本質

的に押しころしてしまうことのないのが，さら

には，ある範囲で資本の運動に対し肯定的効果

さえもつのが社会政策なのであるから(1社会政

策の経済的必然性J)，社会政策はあいかわら

ず商品価値の運動を，したがって市場機構を，

前提しているのである。 また socialpolicy 

が市場機構だけでは充足されえない社会的ニー

ズのためにあるというなら，それは，そのニー

ズの充足を市場機構にゆだねたならば「市場経

済の機能の社会的欠陥」を露呈してしまうだろ

うことである。氏は何かを批判し，何かを主張

したことになっているのだろうか。

もう少し具体的なイメージを投入してみよ

う。 socialservicesが公衆衛生であるとか国

民教育であるとかの内容をもっている場合，こ

れは社会保障と深く関連する。しかし，市場機

構だけでは充足できないニーズを治安であると

か国防であるとかに拡げれば， これはA・スミ

スの時代の議論にさえあったことで social

43)岡田与好，前掲論文263頁。
44)同前， 264頁。
45)同前， 264頁。

policyに直結しなし、。岡田氏は， rわが国の
『社会奉仕』とか『社会事業』とL、う語は，元

来……社会のために，社会を対象として，特定

の私的個人・集団が提供する活動や施設を意味

する。これに対して~社会サービス』は，

……社会成員としての諸個人のために，彼らを

対象として，社会が……提供する活動や施設を

意味するJ4o) どのべている。これをみると，氏

はどうやら筆者のいうところの社会保障の一部

となった社会事業たる社会福祉4りを考えてい

る。とすれば次の論点に移ることができる。そ

こでもちいられる「非市場的手段」とは何か。

資本蓄積の進行にともなって生産と消費の社

会化がすすんだ。そして，純粋な商品関係のみ

では説明できぬ現象の領域も広がった。そし

て，社会政策をもその一環とするそれら領域で

の経験は，その領域の原理を単純な当為や理想

的官僚制をもってすることのできないことを教

えた。問題は具体的である。純粋な商品関係で

ない領域にも，商品関係の基礎にあるより抽象

的な社会関係の，商品関係とは別な形態をとっ

た何かが作用しているであろう。社会主義や，

自由主義に対立するものとしての社会政策の立

場が，そうしたものの世界史的意義を将来に亘

って積極的に示そうとするならば，まさにこの

ことについての理解を深めなければならない時

代になっている。これまでの社会政策の研究が

この点でも数段の前進を要請されているのは確

かである。その際， 1非市場的」という否定的・

消極的な規定では，古典的な，反自由主義・反

社会主義としての社会政策という規定の水準を

抜け出たことにならなし、。

岡田氏はT・H・マーシャルやR.M ・ティ
トマスに学びながらいう 1社会政策は， 経済

システムがそれ自身では達成しようとしない成

果を達成するために，政治権力の利用によっ

て，経済システムの作用を乗り越え，補充し，

46)同前， 272頁。
47)拙稿， I社会政策および福祉の概念と福祉国家J，
西村答通・松井英一編『福祉国家体制jと社会政
策~，御茶の水書房， 1981年， 69頁。
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修正しようとするJ，r社会政策における非市場
的な一一非貨幣的ではなし、」諸要因が注目さる

べきである， r支出を伴ないえない要求こそが，
社会サーヴィスの固有の対象領域であるJ，r社
会サーヴィスは……相互的な『交換~ exchange 

によってではなく，一方的な『贈与~ giftない

し『供与~ grantJ ないし「一方的移転 uni-

lateral transfer J rによって維持・再生産さ
れるJ，等々と叫。

ここでみられる贈与とか供与とかの概念は，

今日の経済学の一部でポピュラーであり，社会

政策学も長く公的扶助の特質を社会保険と比較

しつつ一方的供与といってきているので，特に

異質の議論がなされているとは思わない。「経

済システム」の作用は「個別資本の要求」であ

り， r政治権力」は「国家」であり， r修正」の
方向は社会的総資本の合理性とおけば， これは

大河内理論と同次元でさえある。社会政策学は

労働市場における労資の競争，資本の集積と労

働組合の成長による競争条件の変化，労働基準

による競争のあり方への規制，社会保険におけ

る拠出の義務と受給の権利，公的扶助における

一方的移転と，重層的システムを考えてきてい

る。この点ではマーシャノレ，ティトマスを背後

にした岡田氏に論難されるべきところはない。

問題は煮つまって次の点に帰着する。岡田氏

はいう，イギリスの社会政策概念は「消費者=

生活者としての個人のニーズを議論の出発点と

しており，わが社会政策学会の主流的社会政策

概念が，いわば資本のニーズを出発点とし， し

たがって，個人を，何よりも，労働力lの担い手

として，あるいは生産要素としてとらえるとこ

ろから出発しているJ4V) と。岡田氏のいうのは

古典的大河内理論であって，筆者の一つの常識

では資本の概念は剰余価値法則を， したがって

労資の対抗を内包しているのだから，偲人は決

して受動的要素ではなし、。ただこの点を繰り返

しのべるのをやめて，岡田氏が太河内的概念を

48)岡田与好，前掲論文， 273頁。
49)同前， 275頁。

蹴ってどこに跳ぼうとしているのかをみると，

次のごとくである。

イギリスの社会サーヴィスの「基礎前提」は

rw社会』のために個人があるのではなく， Jr個
人』のために『社会』があるという……観点J50)

である。ティト 7 スは， rこの領域を『経済的
市場~ economic marketに対比して『社会的

市場~ social marketとして概念化することを

考えてもよいとわたくしは思っているJ， と言

っている。「こうして社会政策は， ……市場的

=経済的世界とは別個の非市場的=社会的世界

を形成する。J5!)r第二次大戦後のいわゆる『福
祉国家』の社会政策はJ，ティトマスによって，

「社会的平等の原理に立脚しJ，r社会福祉を必
要の原則にもとづいて，市場の外で普遍的サー

ピスを提供;するところの，社会の主要な総合的

制度とみなすJr社会政策の制度的・再分配モ
デル」として定式化されている 52)。わが国の

「総合社会政策研究の課題jも「社会の論理に

対する経済の論理の優位から，後者に対する前

者の優位への政策基調の転換」聞にあったので、

あると。

ここまできて，やっと筆者に得心のいくもの

がある。岡田氏は1977年の総合社会政策に関す

る『報告書』に壮大な社会改良のプログラムを

読みとり，その背後にあると目されるイギリス

の理論と現実の中にそのプログラムの現実性を

確信し，そうした社会改良のプログラムを推進

しているのは官僚機構 rしかも労働省や厚生
省ではなく経済企画庁」であること，社会政策

学者がほとんどこれに関与していないことをみ

て，何とふがいないことかと憤激されたものの

ようである 54)。この点についてみれば，相沢与

一氏が rそもそも財政合理化や企業合理化の
見地からいわゆる『福祉見直し』や雇用合理化

の攻撃が推進されてきたさなかに，……福祉国

50)同前， 272頁。
51)同前， 273頁。
52)伺前， 274頁。
53)同前， 261頁。
54)同前， 261-262頁。
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家を越えるものとされる『福祉社会』へのパラ

色の道筋として『総合社会政策』が提示された

のは，いかにもおかしL、J5めという感情をもた

れたことにことよせて，筆者はさらに，岡田氏

が1981年の時点になってなおその「パラ色の道

筋」に確信しているのはいかにもおかしい， と

いわなくてはならない。もっとも，先にみであ

るように， 1984年の岡田氏はその道筋について

少くともいま少し厳しい判断に立っておられる

ようではあるが。

筆者は中原弘二氏とともに56う必要の原則に

もとづいて市場の外で普遍的なおよび選択的サ

ーヴィスを与える社会福祉を支持することにや

ぶさかではないし，それが無差別なサーヴィス

であるが故に社会的連帯，利他心，寛容，責任

の態度を助長することを期待するのにもやぶさ

かではない。 じかしまた， 中原氏が， rティト
7 スの場合は社会政策の前提に政治的民主主義

の発達過程に対応して形成される社会=コミュ

ニティがあることは明l白である J57) と指摘して

いることにも強〈共感するのである。政治的民

主主義の一定水準に対応するある内容をもった

社会=コミュニティを考えるとしたら，当然，

その中聞には産業民主主義のある水準を配きな

くてはならないし，労働者階級の聞の互助のあ

る水準も加えなくてはならない。そうでなくて

は，社会的サーヴィスの無差別性と利他心や責

任とを結びつけることはできない。

ティトマスが社会的市場とL、う概念に魅力を

感じていることについて，筆者の意見は留保す

る。ワノレラス的世界で極度に狭く純化された市

場概念は，近年，たとえば内部労働市場の概念

や賃金市場と雇用市場の区別ゃにみられるよう

に，資源配分の領域の意味にまで抽象化され，

したがって適用域を拡大している。何がしかの

積極的規定性が，やがて生れないでもないであ

55)相沢与一， I社会政策論総合化の問題所在J，西村
諮通・松井英一編『福祉国家体制と社会政策ム
108頁。

56)中原弘二，前掲論文， 176真。
57)同前， 184頁。

ろう。しかしながら岡田氏がティトマスをうけ

て「市場的=経済的世界とは別個の非市場的=

社会的世界」之のべたり， I~経済国家』から『社

会国家』への転換」を展望されるとき，話は社

会科学者らしからぬ空論に一転するのである。

IV 

戸原氏が自助と自助不能との区別と対比をも

って福祉国家の限界を論理づけることになる傾

きをもった論を立てているのに対して，岡田氏

は「経済的世界」と区別された「社会的世界」

をうち出すことによって福祉国家の可能性を論

理づけていた。そして， この相異にもかかわら

ず，両氏は，市場機構とそれ以外との区別を基

本的な範鴎とし，資本の概念をとりこみ展開す

る努力に欠けることにおいて共通している。だ

が，両氏に主導されてあらわれている福祉国家

研究の歴史学的論文(たとえば『福祉国家』第

1巻所収の)は両氏の理論と方法を基礎づける

ことになっているようにはみえなL、。

筆者はまた，両氏の理論を，社会政策学の一

つの常識的な見地からみて論評してきたが，筆

者の常識がどれだけ広く共通しているかを確か

める興味はなL、。研究は絶えざる対立をはらみ

ながら進むのであるから。この点に関して最後

に一言付言したい。とくに岡田氏は， r社会政策
学会の支配的見解Jであるとか， r~社会政策学

会』ーーの主流」であるとか，大河内的社会政

策概念で「社会政策学界のそれを代表させる」

であるとか r社会政策学会の主流的社会政策
概念」であるとか， r社会政策学会の有力会員」
であるとか，いわれるのであるが，そうした言

葉使いと，その背後にある感情とは学問にふさ

わしくない。これらの言葉にはおそらく根拠が

ないし，根拠づけようとする努力のあとはみら

れない。そして，それらの言葉のために，社会

政策学会員としての筆者は，論旨を冷静にとら

えるために余分のエネルギーを要求されたので、

ある。
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